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18 世紀末イギリス地方都市社会の多元的構成 
― キングス・リン救貧税課税記録の分析を中心に ― 1 
 
小 西 恵 美 
 
１．はじめに 
 
1835 年の都市自治体法はイギリス地方都市の決定的な転換点と考えられてきた。古い機関や
組織が市政を仕切り続け機能不全を起こしていた旧体制は、この法により刷新された。伝統的
エリートと新エリートの交代がみられ、フリーメンでなくとも都市行政に参加できるように
なった。都市自治体法を地方行政のターニングポイントとして強調しすぎるこうした伝統的見
解に対し、近年、様々な反論が唱えられている。筆者も別稿で、キングス・リンの事例をとり
あげながら、地方都市行政の連続性に注目してきた2。一般に市政の担い手の広がりは、18 世
紀末以降の社会の変化に伴って 1835 年よりもずっと以前からみられた。都市自治体法は新し
い状況を生み出したというより、むしろ既に変化している社会に適応する形で法を定めたもの
であったし、都市自治体法以後も、それ以前の体制が実質的に継続された。オルダマン（市参
事会員）やコモン・カウンシルマン（市会議員）はフリーメンから選出される、という条件を
撤廃することで、非フリーメンを中心とする新興の有力な商工業者層が市政の最高機関に進出
することができるようになったことは確かであるとしても、裕福なフリーメンからなる伝統的
エリート層と新興エリートを対立するものととらえ、都市自治体法が後者の勝利を導いたとす
る見解は支持できない。1835 年以降も多くの旧エリートは市会に残り続け、新エリートととも
に市政を担っていた。他方で、新興エリートが 1835 年以前には市政の場への参加を拒まれ、
影響力をふるう機会は少なかったと考えるのも根拠がない。最近の議論では、18 世紀の都市行
政において市会は絶対的な支配力をもっていたわけでなく、複数の組織や団体が融通をきかせ
ながら調整し補完しあっていたことが指摘されている3。すなわち、教区会や公開集会 public 
                                                          
1 本稿は平成 19 年度文部科学省科学研究費、若手研究 B「長期の 18 世紀イギリス都市におけるエリート
とコミュニティに関する実証的研究」と、基盤研究 B「18 世紀イギリス都市における市民的社交圏の形成」
の成果の一部である。 
2 小西恵美「長期の 18 世紀イングランドの地方都市行政とコミュニティ―キングス･リン舗装委員会を中
心に―」、イギリス都市農村共同体研究会・東北大学経済史･経営史研究会編『イギリス都市史研究―都市
と地域―』日本経済評論社（2004）、pp.193-220;「地方行政組織の変化と連続―長期の 18 世紀キングス･
リンの事例―」、『比較都市史研究』、22-2（2003）、pp.41-58; Konishi, E., ‘Pluralist power in 
eighteenth-century English towns: the urban elite of King’s Lynn’, in Roth, Ralf and Beachy, Robert 
eds., Who Ran the Cities? : City Elites and Urban Power Structures in Europe and North America, 
1750-1940, (Aldershot, 2007), pp.3-20.  
3 注 2 の拙稿に加え、以下の文献を参照。Sweet, R., The English Town, 1680-1840: Government, Society 
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meeting、各種の法定委員会 statutory commission、それに加え、ボランタリ・アソシエーショ
ンといったものが、厳密に役割分担することなく、それぞれの場面に応じて都市コミュニティ
の秩序の維持に力を注いできた。1835 年以降に新たにオルダマンやコモン・カウンシルマンに
なった者たちは、こうした多様な組織や団体の中でそれ以前から大いに活躍していたのである。 
では都市自治体法以前のエリートたちは、都市社会の全体的枠組みの中でどのような地位を
占めていたのだろうか。コミュニティとしての都市は、エリート以外のどのような人々によっ
て支えられていたのだろうか。本稿の目的は 18 世紀末のキングス・リンをケースとして、こ
の問いに答えることである。本稿は三つの部分から構成されている。まずフリーメン登録簿と
商工業者人名録の史料としての制約を整理した上で、キングス・リンの住民の職業構造が分析
される。次に救貧税課税記録の分析に移る。ここでも、救貧税課税記録の史料としての制約が
まず詳細に議論される。そして、記録の中に表れる資産査定額を基にして、都市の階層構造と
都市住民の多元性を明らかにしていく。最後に、1780 から 1810 年におけるキングス・リンの
行政機関の役職就任者や証券引受人を各種議事録からリストアップし、直接的・間接的に市政
に参加し、実際に地域社会を動かしていた人たちの職業や経済状況を分析する。そこでは都市
行政機関がいくつものレベルに分かれ、広い範囲の住民の参加を可能としていることが示され
る。また救貧税課税記録に名前の挙がらない者も市政に参加していたことも明らかにされる。 
 
２．キングス・リンの社会構成―フリーメン登録簿と商工業者人名録を利用した分析 
 
都市の経済構造や社会構成を知る上で従来よく利用されてきた史料にはフリーメン登録簿
freemen registers や商工業者人名録 directories がある。しかしいずれも都市社会全体の構成
を知る上では制約がある。ここではまず、キングス・リンの社会構成をこれら二つの史料から
明らかにした上で、その限界を指摘することからはじめたい。 
 
２－１ フリーメン登録簿に基づく職業分析 
フリーメン登録簿は、本人の名前や職業だけでなく、親方や父親の名前、時には出身地の記
載があり、職業構成や社会的背景を知る上で非常に有用な史料である。フリーメンは全住民の
一部でしかないとはいえ、伝統的な都市社会においては経済的にも社会的にも指導的な地位を
占め、都市経済の基幹となる職業につく傾向があった。したがって、フリーメンの構成は都市
社会の縮図とも考えられるのである。 
                                                                                                                                                       
and Culture (London, 1999); Ellis, J. M., The Georgian Town 1680-1840 (London, 2001). 
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しかし 18 世紀には、フリーメンの意義は大幅に縮小したという議論が存在する4。一つの理
由は、フリーメン制度の基盤をなすギルドの衰退に伴い、フリーメンの最大の特権として考え
られてきた営業上の独占権や商業諸施設の優先的な利用という経済的な特権が、実質的意味を
もたなくなったことである。経済的目的に代わって、王政復古期から 18 世紀前半にかけては、
国政における党派対立の激化とともに、フリーメンのもつ政治的特権、すなわち国会議員の選
挙権を獲得するためにその地位が大いに利用された。しかし、トーリーとホィッグの激しい政
党対立が沈静化し政治的安定期を迎えると、この政治的特権もさほど魅力的なものではなく
なった。その一方で、18 世紀後半になると、フリーメンがもつ別の特権の意義が高まった。フ
リーメンは病気やケガ、世帯主の死亡など様々な理由で経済的困窮に陥った場合、一般の都市
住民よりも優先的な福祉的措置を当てにすることができた。フリーメン制度は、生計をたてる
ことに精一杯の裕福でない住民の一部に、ある程度の生活を保障する、いわば生活上のセーフ
ティーネットを提供するものととらえられたのである。 
それに加えて近年、フリーメンであることの別の意義を強調する見解がある。それは都市社
会における独立した市民としてのアイデンティティと誇りを与えるものであった5。困窮に陥っ
た都市住民にとってフリーメンであることは、経済的扶助ばかりでなく、この誇りと社会的信
頼を与えるものでもあった。他方、富裕者にとっても、フリーメンの地位は営業や社交にとっ
ても欠かすことのできない大きな社会的信用を担保する手段の一つであった。すなわち富者に
とっても貧者にとっても、その目的に違いはあれ、フリーメンの地位は社会的信用と支援を保
証する、一種の「社会資本」としての意義をもっていたのである6。 
こうしたフリーメンの意義の変遷を念頭において、1770 年代から 19 世紀初めのフリーメン
登録簿を検討してみよう7。表 1 はこれを職業別に分類したものである。1801 年の人口が約
10,000 人であったキングス・リンでは、1771 年から 1810 年に認可されたフリーメンは 408
人いる。全体の 18.6％を占める 76 人の商人を筆頭に、水夫（46 人、11.3%）、食料雑貨商（30
人、7.4％）、パン屋（26 人、6.4％）、肉屋（22 人、5.4％）、船具工（22 人、5.4％）、地主 esquire
（19 人、4.7％）と続く。この時期、キングス・リンのフリーメンでジェントルマンと記載さ 
                                                          
4 フリーメンになる目的の時代ごとの特徴については、小西「近世イギリス都市におけるフリーメン制度
の意義―キングス・リン 1636-1835 年」、『三田商学研究』、48-4 (2005), pp.91-93. 
5 Sweet, R., ‘Freemen and independence in English borough politics c.1770-1830’, Past and Present, 
No.161 (1998); Barry, J., ‘Civility and civic culture in early modern England: the meanings of urban 
freedom’, Burke, P., Harrison, B. and Slack, P. eds. Civil Histories: Essays Presented to Sir Keith 
Thomas (Oxford, 2000); 小西「近世イギリス都市におけるフリーメン制度の意義」。 
6 スウィートはフリーメンのもつこの役割は、裕福でない者たちにおいて大きな意味をもったとした。し
かし筆者は、裕福な者たちもまた違った意味でフリーメンであることから得る社会的信用が大きかったこ
とを強調している。小西「近世イギリス都市におけるフリーメン制度の意義」。 
7 1636 年から 1835 年におけるキングス・リンのフリーメンの登録方法や職業構成の変遷については、小
西「近世イギリス都市におけるフリーメン制度の意義」、pp.93-99 に詳しい。 
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表１ フリーメンの職業（1771-1810 年） 
職業 人数 割合 職業 人数 割合 
merchant/banker 76 18.6% upholsterer 4 1.0% 
mariner 46 11.3% ironmonger 3 0.7% 
grocer 30 7.4% surgeon & apothecary 3 0.7% 
baker 26 6.4% tanner 3 0.7% 
butcher 22 5.4% meter 2 0.5% 
sailmaker 22 5.4% barber 1 0.2% 
esquire 19 4.7% anchorsmith 1 0.2% 
gentleman 14 3.4% baronet 1 0.2% 
roper 12 2.9% brewer 1 0.2% 
clergy/clerk 11 2.7% chamberlain 1 0.2% 
cooper 10 2.5% customs collector 1 0.2% 
bricklayer 9 2.2% currier 1 0.2% 
cordwainer 9 2.2% doctor of law 1 0.2% 
sadler 8 2.0% farmer 1 0.2% 
plumber 7 1.7% feltmaker 1 0.2% 
hatter 6 1.5% flourmerchant 1 0.2% 
stonemason 6 1.5% knight 1 0.2% 
attorney at law 5 1.2% lieutenant 1 0.2% 
bookseller 5 1.2% medical doctor 1 0.2% 
carpenter 5 1.2% money scrivener 1 0.2% 
shipbuilder 5 1.2% MP 1 0.2% 
tailor 5 1.2% shipowner 1 0.2% 
cabinetmaker 4 1.0% shopkeeper 1 0.2% 
draper 4 1.0% wheelwright 1 0.2% 
painter 4 1.0%     
perukemaker 4 1.0% 合計 408 100.0% 
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れている者はほぼ法律家であることより、これを事務弁護士 attorney と記録されている者と合
わせると、法律家も 19 人いることになり、全体の 4.7％を占める。 
上記の職業構成は先に述べた 18 世紀のフリーメンの経済的・社会的意義を反映している。
フリーメンの職業は大まかに四つのグループに分かれる。第一は、商人である。彼らは中世以
来、都市の経済・政治を指導してきた集団であり、この時代でもフリーメンのもっとも重要な
構成員であった。第二のグループは、肉屋、パン屋などを含む食料品関連の職業である。これ
らはたいていの有力都市でも大きな比重を占めており、キングス・リン独自の特徴というわけ
ではない。都市の住民や来訪者の食料需要を円滑に満たすためには営業規制が必要であり、そ
れがこれらの職業におけるフリーメンが多い理由の一つであろう。興味深いのは、水夫や船具
工などの水運関係者からなる第三のグループである。以下の三章で詳しくみるように、彼らは、
第一、第二のグループと比べて、一般的にあまり裕福であったとは思われない職業従事者であ
る。少なくとも 18 世紀末のフリーメンは、都市社会の中核を占めるような人々ばかりでなく、
このような階層の住民も含むようになってきていた。既述のように、彼らにとって、フリーメ
ンであることは一種のセーフティーネットを確保することを意味した。しかしフリーメンの地
位は都市住民の誰もが獲得できたわけではなかった。水運関連の職業従事者にとりわけフリー
メンが多いのは、彼らが第一グループの商人層と強い結びつきをもっていたことと関連がある
と思われる。ウーズ川を利用した取引で発展してきたキングス・リンの経済は商人がリードし
てきたが、実際にそれを支えてきたのは海難等の高いリスクを負う水夫であった。二つのグルー
プには強い絆があり、だからこそ最裕福層のフリーメン商人は、積極的に水夫がフリーメンに
なることを手助けしたのである8。水夫の生活は豊かなものではなかったとしても、市民として
の誇りや都市への帰属意識は、裕福なフリーメンと同様に強くもっていたと思われる9。 
第四のグループは、地主と法律家という、商工業者とは異なる集団である。その数はこの都
市の人口からみるとかなり大きい。すなわち、18 世紀末のキングス・リンは明らかに閉鎖的な
商工業者のコミュニティではなかった。それは都市住民だけでなく、周辺の地域にも専門的知
識や技能を提供する場所であり、農村の住民が拠点を構えたり定期的に訪れたりする、多面的
な機能をもった空間であったといえる。 
 
                                                          
8 徒弟記録をみてみると、この時期にフリーメンになった水夫の徒弟先の大半は、キングス・リンの三大
商人一族が作る Bagge, Hogge, & Everard Co.であった。Norfolk and Norwich Archaeological Society, ed., 
A Calendar of Freemen of Lynn, 1292-1836 (Norwich, 1913); King’s Lynn Borough Archive (KLA), 
KL/C9/24, Apprenticeship Registers. 
9 小西「近世イギリス都市におけるフリーメン制度の意義」、p.99. 
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２－２ 商工業者人名録に基づく職業分析 
フリーメン登録簿はキングス・リン社会の実態をどの程度伝えるものであろうか。商工業者
人名録の掲載者を分析しても同じような結果がでるのだろうか。 
まず商工業者人名録の史料としての基本的な制約について整理しておきたい10。本稿が対象
としている 18 世紀末から 19 世紀はじめの間に、キングス・リンには二つの商工業者人名録、
すなわち 1784 年に出版された Bailey’s British Directory（1784 年人名録と表記）と 1793 年
の Universal Directory（1793 年人名録と表記）が存在した11。この二つの人名録は、たった 9
年しか発行年が違わないにもかかわらず、掲載者には大きな違いがみられる。一つの違いは掲
載者の数である。1784 年人名録の掲載人数は 176 人（重複者なし）にすぎないのに対し、1793
年人名録ではのべ 309 人（重複者含む）と大幅に増えている12。1793 年人名録の掲載者のうち
226 人（73.1％）は 1784 年人名録には載っていない。しかし単に情報が詳しくなり、新たな
人名が追加されたというわけではない。1784 年人名録に表れる 176 人のうち、93 人（52.8％）
は 1793 年人名録に載っていないし、両年ともに掲載されているのは 83 人しかない。都市にお
ける人口移動や経済変動の大きさを考慮しても、10 年にも満たない間に生じた変化としては、
この違いは大きすぎる。それは、職業構成の変化の実態よりも、掲載するか否かを決める二つ
の年度の編者の判断の違いによるところが大きいと考える必要があるだろう。以下では、二つ
の商工業者人名録のいずれか（または両方）に掲載された者は、少なくともこの 10 年間の一
時期にキングス・リンで営業を行っていたことがある、とみなして、1784 年人名録と 1793 年
人名録両方を分析の対象とする。 
表 2 は、キングス・リンの 1784 年と 1793 年人名録のいずれか（または両方）に掲載され
た人の職業構成をみたものである。のべ 396 人（うち 93 人、23.5％はフリーメン）が掲載さ
れているが、その中で最も多いのは商人であり、36 人、9.7％を占めている。そのあとに、織
物商（35 人、8.8％）、食料雑貨商（22 人、5.6％）、エールハウス経営者（21 人、5.3％）、法
律家（20 人、5.1％）、聖職者（19 人、4.8％）、靴屋（13 人、3.3％）、椅子張り職人（12 人、
3.0％）、外科医（11 人、2.8％）と続く。上記のフリーメンの職業と比較すると、商人や食料
雑貨商、法律家など、重複する職業はあるものの、商工業者人名録掲載者の職業構成には明ら
かに違いがある。ギルドの伝統をひく職業が多く、さらにこの時期にあまり裕福者はいないと 
                                                          
10 1784 年の商工業者人名録についての詳細な説明は、小西「近世イギリス都市におけるフリーメン制度の
意義」、p.100. 
11 Bailey, W., Bailey’s British Directory, or Merchant’s and Trader’s Useful Companion, for the Year 
1784, volume 4, (London, 1784), pp.839-43; Universal British Directory 1793-98 – King’s Lynn 1793 
(London, 1793-98), pp.762-65. 
12 1784 年人名録は名前でソートされており、職業も一つしか表記されていない。それに対し、1793 年人
名録は職業別でソートされているため、複数業種に就業している者は、数箇所に重複して名前が掲載され
ることになる。 
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表２ 1784 年と 1793 年商工業者人名録掲載者の職業 
人数 割合 職業 
36 9.1% merchant 
35 8.8% draper 
22 5.6% grocer 
21 5.3% alehouse/inn keeper 
20 5.1% attorney 
19 4.8% clergy/clerk 
14 3.5% gentlewoman 
13 3.3% shoe maker 
12 3.0% upholster 
11 2.8% surgeon 
9 2.3% milliner 
8 2.0% baker 
7 1.8% currier, painter 
6 1.5% druggist, gentleman, ironmonger, perfumer, sail mk, watch mk 
5 1.3% agent, haberdasher, MD, plumber 
4 1.0% bookseller, china dealer, cutter, silversmith, stonemason 
3 0.8% block mk, brazier, breech mk, carpenter, collar mk, cooper, 
esquire, hat mk, saddler, ship owner, stay mk, 
wheelwrighr/coach mk 
2 0.5% auctioneer, blacksmith, brush mk, butcher, cheesemonger, 
hadwareman, hosier, pilot, profession, salesman, school 
master/mistress, ship chandler 
1 0.3% anchorsmith, aristocracy, banker, basket mk, boat builder, 
brewer, bricklayer, broker, coffee house, commercial clerk, corn 
dealer, dyer, engraver, farmer, flour dealer, furrier, grazier, 
gunsmith, machine mk, miller, peruke mk, plasterer, rope mk, 
slater, tea dealer, tin-plate worker 
    計 396 人 
 
思われる職業も増えたフリーメンとは異なり、商工業者人名録の掲載者には、数はさほど多く
はないが、絵描き、香水商、時計職人、本屋、陶磁器商、銀細工師、馬車製造業者、競売人な
ど、18 世紀の都市ルネサンスの影響をうかがわせる新しい産業関係者が多く、彼らの間では非
フリーメンの割合も高い。これら新しい職業はギルド規制の外にあり、徒弟を経てフリーメン
― 32 ― 
になる伝統的な経歴をかならずしも必要としなかったのである。そもそも商工業者人名録を作
成する目的は、日常生活に不可欠な基本物資の生産・流通に携わる職業ではなく、新しい消費
文化の求める財やサービスを提供する職業を広告・宣伝することにあった。商工業者人名録に
は新しい産業に従事し、経済的に比較的上層部に位置する者を掲載する傾向があるため、フリー
メン登録簿に表れる職業との差異がでてくるのであろう13。 
主に伝統的産業を代表する傾向のあるフリーメン登録簿と、新しい産業を反映する傾向のあ
る商工業者人名録の二種類の史料は、キングス・リン経済の二つの側面をとらえているという
ことができる。二つの史料にはそれぞれ制約はあるが、両方を併用することにより、情報を補
完することができ、キングス・リンの社会構成をより正確に知ることができるのである。 
しかし、フリーメンと商工業者人名録掲載者は、都市全体の住民からみるとほんの一握りの
人たちであり、この二つだけではキングス・リン社会の全体像を鳥瞰することはできない14。
二つの史料に表れる人々が都市住民全体の中でどの程度の比重を占めていたかを知るためには、
都市住民のさらに広範な部分をカバーする史料を検討してみなければならない。次章では救貧
税課税記録を用いて社会構成をみていこう。 
 
３．キングス・リンの富の分布―救貧税課税記録分析 
 
現存する史料で、18 世紀末のキングス・リンにおける最大数の住民の情報を記録しているの
は救貧税課税記録であろう15。1796 年の記録には 2,568 件（重複者を除くと 2,053 人）の名前
があがっており、そのうち 283 人が女性である。当時のキングス・リンの人口、約 10,000 人
のうち、15 歳から 60 歳までの成人は 53～56％ほどを占めていたとすれば16、成人人口はおよ
そ 5,500 人、男性に限れば 2,200～2,300 人程度であったと推定される。この数値がキングス・
リンの世帯数をほぼ表しているとすれば、少なくとも数の上では 90％近くの世帯に課税されて
いたことになる。 
実は 1790 年代前半まで、キングス・リンの担税者はこれほどたくさんいたわけではなく、
                                                          
13 Corfield, P. J. & Kelly, S., ‘“Giving directions to the town”: the early town directories’, Urban History 
Yearbook (1984), pp. 22-35 を参照。 
14 史料としてのフリーメン登録簿については Pound, J. F., ‘The validity of the freemen’s lists: some 
Norwich evidence’, The Economic History Review, New Series, Vol.34, No.1, 1981、商工業者人名録の成
立過程や史料としての信頼性・制約については Norton, J. E., Guide to the National and Provincial 
Directories of England and Wales, Excluding London, Published Before 1856 (London, 1950)でも詳しく
議論されている。 
15 キングス・リンの救貧税課税記録は毎年作成されるものであったが、18 世紀から 19 世紀を通して連続
して残っている点で貴重である。 
16 人口の年齢別構成については. Wrigley, E.A. and Schofield, R.S., The Population History of England, 
1541-1871 : A Reconstruction (Cambridge, 1989), pp.528-29. 
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600 人程度しかいなかった17。担税者の数が急増したのにはいくつか理由がある。もともと救
貧税の主たる担い手は土地、宅地、建物など不動産所有者であった。しかし都市の人口増加に
ともなう貧困層の増加は担税者の負担を拡大させることになり、一部の富裕な不動産所有者だ
けが救貧税を負担することに対し不満が高まってきた。救貧を受けなければならない極貧層を
除き、社会全体が税金を負担すべきであると、考え方が変化していった。また長期にわたり課
税対象の不動産の再査定を行わず、不動産価額の大幅な変化を無視してきたこと対しても批判
が出てきた。キングス・リンでは少なくとも 1780 年代からこうした不満の声はあがっており、
救貧税課税方法の見直しが問われていた18。市会議事録には、1795 年に救貧税は家賃や動産に
対しても課されるべきだと考える人々が救貧税課税の見直しを求めて集会を行ったことが記録
されている19。その結果、キングス・リンでは救貧税対象物の大幅な見直しが行われた。でき
るだけ広範な住民に負担させる方式に変わったため、1795 年を境に担税者数が急増したのであ
る。本稿では 1796 年の記録を利用するが、この年の記録は動産・不動産の再査定から間もな
いこともあり、課税対象物の査定額も比較的正確で、実状に合ったものである。また可能な限
り多くの住民に救貧税を課す方針が決まった直後だけに、よほど貧しい者でない限り、担税者
として名前があがることになったと思われる20。これだけ幅広い層の住民をとらえた史料はキ
ングス・リンではこの記録の他には存在せず、データの正確さと多さといった点から、1796
年の救貧税課税記録が有用なのは明らかである。 
 キングス・リンの救貧税課税記録には、担税者の氏名、居住区、査定対象財産（地所・建物
の地代、船、ストック等の別）、資産査定額、課税額（四半期ごと）が明記されている。しかし
職業や詳細な住所などの情報は一切含まれないことや、その他、以下でも触れるいくつかの史
料上の制約があるためか、少なくともキングス・リンの救貧税課税記録を用いた研究は今まで
なされていない21。本節ではこれを用いて住民の富の分布を明らかにしようと思うが、その分
析をはじめる前に、救貧税課税記録の史料上の制約を整理しておきたい。 
 
                                                          
17 Norfolk Record Office (NRO), MF/X/341-44, Poor Rate Books.  
18 1789 年にはじめて、市会の議事録に救貧税課税の見直しをすることが明記されている。KLA, KL/C7/15, 
Hall Book. 
19 椅子張り職人のチャールズ・クルーソを議長にしたこの集会には、商人だけでなく大勢の商工業者も参
加していた。KLA, KL/C7/15, Hall Book. 
20 当初は少し厳しく査定しすぎたようで、1790 年代後半に何度か、救貧税査定額の見直しが行われている。
貧困層から上層の人々にいたるまで見直しの対象になった。NRO, MF/X/342-43, Poor Rate Books.  
21 救貧税課税額を富の指標とみなす研究として Withington, Phil, ‘Citizens, community and political 
culture in Restoration England’, Shepard, Alexander & Withington, Phil, eds., Communities in Early 
Modern England: Network, Place, Rhetoric (Manchester, 2001), p.141; French, H. R., The Middle Sort 
of People in Provincial England 1600-1750 (Oxford, 2007), pp. 90-140. 
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３－１ 救貧税課税記録の史料としての制約 
第一に、誰が担税者なのか、または誰が免除されていたのかの特定は難しい。18 世紀後半の
キングス・リンでは、救貧税は原則として、土地・建物・部屋等を所有・占有している者、す
なわち土地・建物の所有者だけでなく借家人に全員に課税されるが、支払い能力のない一部の
者は担税の免除措置を受けることができた。確実に免除されたと思われるのは、救貧受給者と
ワークハウスに収容されている者である。これら免除者の数は 1809 年に出されたある慈善報
告からおよその規模が推定される22。この報告書によれば、救貧を受けていた者（院外救貧と
して週手当てをもらっていた者）の数は、1770 年には 132 家族 280 人であったのが、1809 年
には 514 家族 1,172 人に増加した。この数から推定すると、18 世紀末には 400 から 500 世帯
の免除者がいたと考えられる。既述のように 2,200 人ほどの担税者がいるキングス・リンでは、
数の上では、救貧受給世帯以外の世帯主はほぼ全員課税対象者であったといえることになる。 
しかし、一つずつデータをチェックしていくと、このような結論を出すのは早急であること
が明らかとなる。たとえば、貧困層ではありえず、むしろ富裕層に属し、しかもキングス・リ
ンに居住し営業していることが明らかな人物の名前が、救貧税課税記録の中にみつからない
ケースがある。これにはいくつかの可能性が考えられる。まず、妻や親、兄弟、親戚など、本
人以外の家族が担税者になっている可能性である。船旅で留守がちな水夫の代わりに妻に課税
したり、実際に居住している者ではなく一族の家長にまとめて課税される場合が考えられる。
既述の 283 人の女性すべてが未婚者や寡婦の女性世帯主であったわけではなく、男性世帯主の
代わりに納税している者も少なくなかったであろう。また、パートナーシップを組んだ会社で
は、ビジネス・パートナー全員の名前を出すことはきわめてまれで、代表の名前だけが記載さ
れることが普通である。たとえば、ガーニー＆バークベック銀行はジョン・ガーニー、ジョン・
バークベックとジョセフ・テイラーの 3 人によるパートナーシップであるが、1796 年の救貧
税課税記録では銀行に対してはバークベックの名前で課税されている。さらに不動産が又貸し
されるケースも考えられる。1790 年代には、不動産の所有者ではなく、直接借り受けている占
有者に担税義務が課されていたことは既に述べたが、それは徹底されていなかった。とりわけ
不動産が又貸しされた場合、又貸しされた相手ではなく、不動産所有者から直接借り受けた者
に課税される場合が多かったようである23。詳細は不明だが、お互いに又貸ししながら生活や
                                                          
22 Grisenwaite, John., Remarks on the Political Economy and Management of the Poor in the Borough 
of King’s Lynn with Copious Appendix (King’s Lynn, 1811). 
23 誰に担税義務があるのかがあいまいなため、課税対象者が納税を拒否することが多々、みられた。キン
グス・リンのオール・セント（別称サウス・リン）教区では、1824 年、独自の救貧法の修正法を通し、占
有者ではなく不動産所有者に担税義務が課せられるように変更になった。その法の序文には、課税対象者
の納税拒否問題解決のために修正法を通す、と明記されており、とりわけロッジハウスや小さなアパート
など、少額の家賃で部屋を貸しているところでトラブルは多かったと書かれている。An Act for the Better 
Levying and Collecting the Rates for the Relief and Maintenance of the Poor of the Parish of South 
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商売をするのは、けっしてめずらしいことではなかった。 
このように貧困であるがゆえに担税を免除される者以外に、救貧税課税記録に名前が挙がら
ない者がいたことは確かである。史料不足からこれ以上追究することはできないが、本章の目
的からすると、この制約はあまり問題ではない。というのも個人の資産を正確に測ることでは
なく、全体的な富の分布を知ることが本章の目的だからである。この救貧税課税記録から漏れ
た有産者がある程度存在したとしても、全世帯の 90％近くを占める担税者のサンプルがあれば、
この目的は十分達成できると思われる。 
史料の制約についての第二の点として、救貧税課税記録上に表れた同姓同名の人の処理の問
題がある。救貧税は一人一人に課税される人頭税ではなく、基本的に一つの不動産ごとに課税
されるため、区を越えて複数箇所に不動産を保有する場合、個別に記録されることになる。個
人の課税状況を知るためには、これらの複数の個所にまたがる記録を一つにまとめなければな
らないが、この作業は簡単ではない。というのも職業や詳細な住所が救貧税課税記録には記載
されておらず、またフリーメン登録簿や商工業者人名録など他の史料をみても、同姓同名の者
が同一人物であるかを判断できるだけの情報は通例ない。商工業者人名録には詳細な住所が
載っているが、わかるのは事業所や店舗のある建物（大半が住居も兼ねている）だけであり、
その人物が別の場所に倉庫や作業場、部屋などをもっていたとしても記載されることはまずな
い。 
しかし実際データを整理してみると、キングス・リンの救貧税課税記録に表れる同姓同名者
は意外に少ない。この時代のキングス・リンでは、自宅を作業場や店舗、事務所、そして商品
を保管する場として利用するのが一般的であり、地所や建物を複数保有するのはごく少数の有
力者だけであった。通常、住居はそれぞれ一軒だけ保有し、その他には、商売や営業で利用す
る倉庫や出納室、店舗、作業場、馬小屋、醸造所などを必要に応じてせいぜい一つずつもって
いる程度であった。バッグ家、ホッグ家、エヴェラード家というキングス・リンの三大商人の
一族ですら、いくつもの区にまたがって複数の店舗や作業所などをもってはおらず、当主の名
前で課税されている住居も一つずつであった。したがって、全ての同姓同名者を同一人物であ
るか否かを厳密に判断することは不可能であるが、キングス・リンのフリーメン登録簿や商工
業者人名録に掲載されている中・上層の住民であっても、その大半は同姓同名の別人である可
能性が高いといえる。 
第三の問題は、その救貧税課税額と個人のもつ資産総額との関係である。ある個人が市内に
もつ複数の地所の資産査定額をすべて把握できたとしても、それは当人の資産総額を正確に反
映するものではない可能性がある。まず、個人の保有する不動産がキングス・リン以外に分散
                                                                                                                                                       
Lynn, otherwise All Saints, in the Borough of King’s Lynn, … [Royal Assent, 15 April 1824] 
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している場合がありうる。都市での資産を査定される担税者であっても、ジェントリたちは農
村部の住居が本拠であることが多いし、富裕な商工業者たちも商売や事業の収入を郊外の土地
購入に当てていたことは明らかである。バッグ家もキングス・リンのタウン・ハウスの他に、
農村部に三箇所の邸宅を保有していたが、これは救貧税課税記録には当然、表れることはない24。 
また、金融証券が正しく査定されているかどうかも疑問である。18 世紀に証券や債権等の金
融証券が広く普及していたことは多くの研究者が指摘しているところである。キングス・リン
でも、コーポレーションが 18 世紀から 19 世紀を通して年金証券やコーポレーション債権を、
また 19 世紀になると道路舗装委員会も証券をそれぞれ発行している。キングス・リンの住民
でそれらを引き受けている者も少なくなく、中には数千ポンドもの債権をもつ者もいた。たと
えば 1790 年代前後にコーポレーション債を引き受けた者の中には、ロバート・フリーマン
（1,100 ポンド、1788 年）、トマス・アルダーソン（600 ポンド、1792 年）、ウィリアム・ス
ワットマン（650 ポンド、1792 年）、ロバート・ウィンコップ（1,800 ポンド以上、1794 年）、
エドワード・エヴェラード（2,000 ポンド、1794 年）、トマス＆ウィリアム・バッグ（7,650
ポンド以上、1794 年）、マクシー・アレン（500 ポンド、1794 年）などがみられる25。しかし
営業上の在庫商品 stocks in trade と違い、金融証券は目にみえないため、査定を免れる可能
性も高かったと推定される。事実、1796 年の救貧税課税記録には上記のすべての債権がストッ
クとして査定されているわけではない。少なくとも上記のウィンコップやアルダーソン、スワッ
トマンといったキングス・リンの有力者はストックを査定されておらず、7,650 ポンド以上の
債権を引き受けているはずのバッグは、ストックは 4,000 ポンドのみ査定されている。1796
年時点で債権を売り払ってしまった可能性もないわけではないが、すべてのケースがそうであ
るとはいいがたい。さらにコーポレーション債のようなローカルな金融証券の購入者は地元の
行政機関の記録から追跡できるが、ロンドンを中心に様々な種類の金融商品が普及する中、誰
が何をもっていたかを教区委員 churchwarden を中心とした、救貧税を査定する委員会が追究
するのはほぼ不可能であったに違いない。金融証券の場合、自己申告に基づく部分が大きかっ
た。したがって、その価値が救貧税課税記録の査定で正確に反映されているとはいいがたい。 
さらに救貧税の課税対象物の中で、不動産の査定額と、それとは種類の違う船舶やストック
の査定額を同じ基準でみてよいのかという問題がある。先に触れたように、1790 年以前には原
則的に土地・建物にしか課税されていなかったが、そのことに対する批判を受け、台頭してき
た商工業者の収入の源泉となる商品も、土地や建物と同様に課税対象となった。その結果、1796
                                                          
24 ウィリアムは Islington Hall、トマスは結婚相手の親（キングス・リンの最有力者の法律家、フィリッ
プ・ケース）から貰いうけた Stradsett Hall に住んでいた。その他、Gaywood Hall もバッグ家の所有物
である。これらのカントリ ・ーハウスは三箇所ともにキングス・リンから数マイル～15 マイル圏内にある。 
25 詳しくは、小西「地方行政組織の変化と連続」、p.53、表 2 を参照。 
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年の救貧税課税記録では 2,568 件、2,053 人の担税者のうち、ストックに課税されているのは
200 件、168 人、船舶には 60 件、24 人となっている26。しかしながら、本稿では正確に総資
産を計算する目的で査定額を利用するわけではないので、さほど大きな問題とは思われない。
実際、上記三種類の合計査定額と、ストックと船舶を除いた査定額を比較してみると、船舶保
有者数は限られているし、またストックに課税されている上位・中位の人々の査定合計額は多
少増えるものの、中位以下の人々でストックに課税されている者はわずかしかいない。したがっ
て査定額からみた富の全体分布にはほとんど影響を与えないといえる。 
最後に細かい点であるが、二点、史料の制約をつけ加えたい。まず、会社の財産と一族の財
産を誰のものとして考えるかという問題である。18 世紀のキングス・リンでは、ほとんどのビ
ジネスが個人経営であったが、例外としてバッグ家、ホッグ家、エヴェラード家は一族で大き
な会社を経営していた。バッグ家は醸造業、ホッグ家は廻船業からキングス・リンで商売をは
じめ、一方、エヴェラード家は食料雑貨商を営む一族などとの婚姻を通じ発展し、18 世紀後半
にはキングス・リンの三大企業といわれる総合商社のような経営体になっていた。本稿が扱う
時期には、ホッグ家は当主と息子の二人のみが活躍していたが、エヴェラード家は当主と複数
の息子・従兄弟が、バッグ家は当主兄弟、息子、親戚など複数の者が、会社経営に関わってい
た。三つの会社とも、規模は横並びで大差なかったといわれるが、救貧税課税記録では異なっ
た査定の仕方をされている。ホッグ家は息子の住居も会社施設もすべて当主が払っており、コ
モン・カウンシルマンでもある息子の名前は課税記録には出てこない。エヴェラード家も当主
の息子・従兄弟はオルダマンやコモン・カウンシルマンであるが、長男は非常に小さい施設（記
載はないが、おそらく部屋と思われる）が 1 ポンド強と査定されているだけで、それ以外の一
族のメンバーの名前は出てこない。ところがバッグ家は、2 人の兄弟がキングス・リンの中心
部にあるほぼ同じ規模の大きな家屋にそれぞれ居住し、各々に課税されているだけでなく、会
社の施設への救貧税は「ウィリアム＆トマス・バッグ会社」に課せられている。バッグ家では、
「経営」と「家計」が分離されていたのである。しかし、この時期、個人の資産と会社の資産
をバッグ家のように厳格に分けることは不可能であるし、分けてしまうと他の一族との比較が
難しくなる。したがって、バッグ家や、その他数件、会社名で課税記録に登録されているもの
に関しては、当主の資産として計上することにする27。 
                                                          
26 さらに、これらの査定額に対する税率は財産の種類によって異なった。たとえば 1796 年の第 2 四半期
には、土地・建物の査定額に対しては 11.25％であったのに対し、ストックへは査定額の 20％、船舶へは
10％であった。 
27 バッグ兄弟は、ウィリアムが長男である。しかしウィリアムは結婚をせず子どもがいないのに対し、ト
マスは男女数名の子どもをもうけている。そして、トマスの長男のトマス・フィリップ・バッグはウィリ
アムとトマス両人の遺産を受け次の当主になった。また、ビジネスも対等とはいえ、ウィリアムではなく
トマスがリードすることが多かった。したがって、本稿ではトマス・バッグを事実上の当主とみなし、ウィ
リアム＆トマス会社の資産はトマスのものとして計上することにする。バッグ家の事業については、
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二点目として、この救貧税課税記録は各人の資産を査定しそれらに課税した記録でしかなく、
実際にその人が払ったかどうかの保証はない。事実、注 23 でも触れたように、サウス・リン
では救貧税未納者の多さにしびれをきらして、1824 年、救貧税課税対象者を「所有者と占有者」
から「所有者」に一本化する地域特定法 Local Act を通したが、未納者の多さはこの事実から
も明らかである28。このことは、救貧税課税記録に課税対象者として載っていたとしても、実
際に支払いをしていない例があることを示す。しかし、少なからぬ未納者がいたとしても、課
税対象資産として査定された額が資産の目安になることは間違いなく、社会構成を明らかにす
るという本稿の目的には影響はないと思われる。 
このように、救貧税課税記録にはいくつかの制約があり、住民の資産を正確に知るのは難し
いが、住民の富の相対的な分布を分析するには問題がなく、便利な史料と思われる。次にフリー
メン登録簿や商工業者人名録などから得られる情報を補完しながら、1796 年の救貧税担税者の
分析を通して、社会構成を明らかにしていく。 
 
3－2 救貧税課税記録の分析 
3－2－1 全体分析 
まず、キングス・リン全体の富の分布をみてみたい。前述のように、1796 年の救貧税課税記
録29に記載された複数の区にまたがっている資産を、不動産・ストック・船舶の別なく判別可
能な限り一つにまとめ、それを集計したものが表 3 である。さらに、1751 年から 1810 年の間
に登録されたフリーメンの情報と 1784 年と 1793 年の商工業者人名録の職業情報を加え、その
上位だけ抽出したものが表 4 である30。 
まず全体の構成を示す表 3 から検討していこう。この表は資産査定額を 11 のクラスに分け、
それぞれのクラスの人数と査定総額を分類している。クラスの区切り方は恣意的なものでしか
ない。しかしこの表は 18 世紀末のキングス・リンにおける富の分布の特徴をよく表している。
累積人数と累積額の比率が示すように、救貧税課税記録の査定額からみた富の分布にはきわめ
て大きな偏りがあった。人数ではわずか 0.4％を占めるだけの最上層のクラスだけで、査定額
のほぼ 20％を占めている。上位 3 クラスまで広げても、人数は 1.1％を占めるだけだが、査定 
                                                                                                                                                       
Barney, J., ‘Merchants and maritime trade of King’s Lynn in the eighteenth century’, unpublished PhD 
thesis for University of East Anglia (1997)が詳しい。 
28 An Act for the Better Levying and Collecting the Rates for the Relief and Maintenance of the Poor… 
[Royal Assent, 15 April 1824]. 
29 NRO, MF/X/342, Poor Rate Book, 1796. 
30 商工業者人名録は 1784 年と 1793 年のものを利用しているので、これら 2 年間の人名録の掲載者が担税
者であるかどうかを正確に比較するには 1784 年と 1793 年の救貧税課税記録を確認する必要がある。しか
し救貧税担税者の数が大幅に増加したのは 1796 年以降であり、それ以前の救貧税課税記録では担税者がそ
れ以降の三分の一以下になってしまうため、あえて 1796 年の課税記録とクロスレファレンスすることにし
た。 
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表３ 資産査定額に基づくクラス別人数と割合 
クラス 査定額 
（£） 
人数 
（人）
割合 
（%）
累積割合
（％）
査定総額
（£）
割合 
（%） 
累積割合 
（％） 
I 250 以上 8 0.4  0.4 3,924.3 19.6  19.6  
II 100～250 8 0.4  0.8 1,369.0 6.9  26.5  
III  75～100 7 0.3  1.1 617.0 3.1  29.6  
IV  50～ 75 19 0.9  2.0 1,108.5 5.5  35.1  
V  25～ 50 75 3.7  5.7 2,593.5 13.0  48.1  
VI  20～ 25 38 1.9  7.5 796.0 4.0  52.1  
VII  15～ 20 69 3.4  10.9 1,166.3 5.8  57.9  
VIII  10～ 15 147 7.2  18.1 1,701.0 8.5  66.4  
IX 7.5～ 10 131 6.4  24.5 1,094.5 5.5  71.9  
X  5～ 7.5 382 18.6  43.1 2,199.8 11.0  82.9  
XI   5 未満 1,169 56.9  100.0 3,409.8 17.1  100.0  
 
された富全体の 30％近くを握っている。これに対し、人数では過半数の 56.9％を占める最下
層は、査定額全体の 17.1％を分担するだけであった。 
地方都市のルネサンスの担い手として、いわゆるミドリング・ソートと呼ばれる階層の役割
が強調されることがある。しかしこの表は、少なくとも人数の上で、この階層は都市社会の多
数派を占めるものではなかったことを示唆している。それはキングス・リンだけの特徴ではな
かった。ジョージ王朝期の地方都市の社会構成を概観したＪ. M. エリスは、少なくとも年 50
ポンド以上の所得がある階層を地方都市のミドリング・ソートと分類するとすれば、その比率
は都市の成人人口の 20％強であったと推定している。これに対し、エリートと呼べる階層はせ
いぜい 5％以下、70～75％は貧困と隣り合わせの「下層」「勤労者層」「労働者層」と呼びうる
階層であった31。もちろん地域差はあり、バースなどの洗練された都市ほど上層の割合が増え、
逆にマンチェスターなどの新興の工業都市にはミドリング・ソートより上の層はほとんど存在
しないといわれることもある。エリスの分類と比べるなら、表 3 にみられる富の分布はけっし
て特別なものではなく、60％に満たない最下層に注目すれば、むしろキングス・リンは平均よ
り富の偏りが小さかったとさえいえる。マンチェスターのような新興工業都市とは異なって、
キングス・リンが中世以来の伝統的商業都市であること、西部イースト・アングリア地方の社
会・文化の中心地として 18 世紀にも繁栄を維持してきたことを考えると、この点は理解でき
る。 
次に表 3 と表 4 を参照しながら、それぞれのクラスにはどのような人々がいたかをみていく
ことにしよう。クラス I（年 250 ポンド以上の査定額）に分類されている者は 8 人いるが、ジョー
ジ・ホッグとエドワード・エヴェラードは 800 ポンドを超えており他を寄せつけない。その後 
                                                          
31 Ellis, The Georgian Town, pp. 71-74. 
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表４ クラス I～Vの担税者と資産査定総額 
  氏名 職業 資産総額（£） 
クラス I Hogg, George merchant 882.3 
(£250/年以上) Everard, Edward merchant 802.3 
  Baker, Samuel merchant 485.3 
  Bagge, Thomas merchant 477.0 
  Denton, Osbert merchant 380.5 
  Mayor & Burgess  338.5 
  Nurse, John shipowner 285.3 
  Stockdale, John merchant 273.3 
クラス II Audley, Thomas merchant 215.0 
(£100～£250/年) Freeman, Robert merchant 210.3 
  Carr, Thomas merchant 203.0 
  Allen, Maxey merchant 150.5 
  Blackburn, Thomas merchant 191.5 
  Self, Lionel jur merchant 147.8 
  Camps, Joseph merchant 101.0 
  Birkbeck, John banker 100.0 
クラス III Bell, Henry attorney 99.5 
(£75～£100/年) Brame, Thomas merchant & shipowner 98.0 
  Hadley, Samuel merchant 98.0 
  Redfearn, Richard Medical Doctor 87.0 
  Bagge, William merchant 80.0 
  Baker, William merchant 77.5 
  Shelton, Richard inn keeper 77.0 
クラス IV Cary, John merchant 71.0 
(£50～£75/年) Elsden, Edmund Rolf merchant 71.0 
  Hubbard, John shipowner 64.5 
  Marshall, Ursula esquire 64.5 
  Hamond, Elizabeth esquire 64.0 
  Hankinson, Thomas merchant 62.0 
  Middleton, John pilot 61.8 
  Beckett, William shipowner 58.3 
  Bonner, Thomas merchant 58.3 
  Cade, Mary esquire 56.5 
  Whincop, Robert attorney 56.0 
  Smea, Richard inn keeper 55.5 
  Lloyd, Henry schoolmaster 55.0 
  Lockett, John china dealer 54.0 
  Taylor, Joseph Peckover merchant/banker 53.0 
  Thompson, Allen shipowner 51.8 
  Marshall, Richard bookseller 51.5 
  Elsden, Elizabeth esquire 50.0 
  Partridge, William merchant 50.0 
クラス V Hubbard, William shipowner 49.5 
(£25～£50/年) Silverwood, Benjamin brush mk 49.0 
  Claxton, Matthew esquire 47.0 
  Swatman, Elizabeth flour dealer 47.0 
  Long, Hanslip tanner 46.8 
  Cruso, Charles upholster 46.0 
  Galloway, John draper 46.0 
  Forster, William  45.5 
  Case, Thomas Mallet esquire 45.0 
  Gagen, Thomas  45.0 
  Dixon, John grocer 44.0 
  Hales, Ann gentlewoman 44.0 
  Bradd, Peter shipowner 43.5 
  Peek, George grocer 43.3 
  Parkinson, Israel shipowner 42.8 
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  Turner, Robert grocer 42.5 
  Bailey, George upholster 41.5 
  Gales, Thomas druggist 41.0 
  Wardell, John draper 41.0 
  Edwards, John jur grocer 40.0 
  Edwards, John merchant 40.0 
  Mugridge, Edward draper 39.5 
  Lake, William hatter 39.0 
  Martin, William grocer 39.0 
  Cooper, Matthew saddler 38.0 
  Cooper, Thomas draper 37.5 
  Daws, Charles draper 37.5 
  Hazard, William  37.5 
  Creak, William draper 36.0 
  Edwards, Edward clergy 36.0 
  Oldmeadow, James upholster 36.0 
  Everard, Mary gentlewoman 35.0 
  Hurrell, Robert  34.5 
  Andrews, Joseph  34.0 
  Fysh, James merchant 33.5 
  Upwood, Thomas surgeon 33.5 
  Alderson, Isabella gentlewoman 33.0 
  Cooper, William saddler 33.0 
  Goodwin, Harvey attorney 33.0 
  Bayfield, Thomas draper 32.5 
  Hales, Margaret upholster 32.5 
  Jex, James draper 32.5 
  Reeves, James upholster 32.5 
  Gosker, Thomas esquire 30.3 
  Ayre, James plumber 30.0 
  Case, William attorney 30.0 
  Clark, John alehouse keeper 30.0 
  Fysh, Christoppher draper 30.0 
  Hemmington, John attorney 30.0 
  Middleton, Barnard surgeon 30.0 
  Robertson, Walter surgeon 30.0 
  Woodham, John perfumer 30.0 
  Wittingham, William printer 29.0 
  Page, Charles grocer 28.0 
  Keed, John breech mk 27.5 
  Swatman, William merchant 27.3 
  Curtis, John merchant 27.0 
  Swaine, Mary gentlewoman 26.3 
  Eldridge, Richard  26.0 
  Fysh, Francis draper 26.0 
  Harwood, John attorney 26.0 
  Mans, Martin  25.5 
  ____, John banker 25.0 
  Allen, Stephen clergy 25.0 
  Carter, Louisa schoolmaster 25.0 
  Chequer, John shoe mk 25.0 
  Crawforth, Hugh surgeon 25.0 
  Grant, Valentine alehouse keeper 25.0 
  Jackson, Michael furrier 25.0 
  Lawrence, Joseph attorney 25.0 
  Lloyd, Margaret gentlewoman 25.0 
  Matland, Collier attorney 25.0 
  Mowbray, John brush mk 25.0 
  Oxley, Thomas merchant 25.0 
  Wardell, William butcher 25.0 
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にサミュエル・ベーカーとトマス・バッグ、オスバート・デントン、ジョン・ナース、ジョン・
ストックデールと続く32。7 隻の船舶を所有する廻船業者ナース以外は全て商人である。クラ
ス II（年 100～250 ポンドの査定額）はクラス I と同様に 8 人で、銀行家のジョン・バークベッ
クを除き、彼らも全て商人であった。さらにクラス III（年 75～100 ポンドの査定額）の 7 人
には、5 人の商人のほかに、弁護士のヘンリー・ベルと内科医のジョン・レッドファーンとい
う 2 人の専門職から構成される。クラス IV（年 50～75 ポンドの査定額）には 19 人おり、彼
らの大半も商人であることは確かであるが、職業はこれまでよりもバラエティに富む。まず目
につくのは 3 人のジェントルウーマンで、聖職者の寡婦エリザベス・ハモンド、商人の寡婦の
メアリ・ケードとメアリ・エルスデンは、夫に先立たれた後は不労所得で生活している。加え
て、商人のほかには、弁護士、聖職者でグラマー・スクールの校長、廻船業者、宿屋経営者、
文具商・印刷工、茶商も含む。上記のクラス I からクラス IV を全て合わせると、資産を 50 ポ
ンド以上と査定された者は 42 人になる。これは全課税対象者の 2.0％にあたり、このわずかな
者で査定総額の 35.1％を負担していることになる。ここに含まれる者は、明らかにキングス・
リン・コミュニティでは商人を中心とした経済的に上層のエリートグループであり33、次章で
議論するように、複数の都市行政組織に携わることが多かった。 
次のグループはクラス V（年 25～50 ポンドの査定額）に分類される 75 人の担税者である。
この集団でも、上の層で多くみられた商人やジェントルウーマンのような職業や地位の者は 5
人ずつと少なくないものの、それ以外に多様な職業の住民が含まれる。織物商や食料雑貨商、
薬商、酒類販売人という特定商品を扱う者、弁護士や外科医、聖職者、校長といった専門職、
椅子張り職人やブラシ製造工、漂白剤製造工という職人など、全部で 26 種の職業がみられる。
職業を特定できない 7 人も、そのうち 4 人は倉庫や作業場、店舗をもっていることから商工業
者であると推定できる。その下の、クラス VI（年 20～25 ポンドの査定額）38 人とクラス VII
（年 15～20 ポンドの査定額）69 人に関しては三分の一ほどの人の職業が特定できないが、わ
かる分だけ分析すると、クラス V の層よりも多岐にわたる職業に就いているのが特徴である。
織物商や酒類販売人（またはパブ経営者）といった、上の層と似た職業に就く者もいるが、も
う少し事業規模の小さい商工業者が集まっていると思われる。さらにその下のクラス VIII（年
10～15 ポンドの査定額）には 147 人いるが、その三分の二の職業が特定できない。ストック
や作業場、店舗に課税されていることから、大半が商工業者であることはわかるが、フリーメ
                                                          
32 この 8 人の中には、年 338.5 ポンドの資産査定をうけた「市長と市民」、すなわちコーポレーションも
担税者として含まれている。 
33 フレンチは、イギリス都市ルネサンスを十分に享受し、18 世紀の消費革命を通して流行を追った奢侈品
や上級品を数多く入手できるようになったのはミドリング・ソート全体ではなく、その一部の上層部にす
ぎないと主張している。French, The Middle Sort of People in Provincial England, pp.141-200. 本稿でい
うクラス I～IV に分類される者がこれにあたると思われる。 
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ン登録簿にも商工業者人名録にも名前が載っていないため、それ以上は特定できない。これら
クラス V からクラス VIII（年 10 ポンド～50 ポンドの査定額）329 人の担税者（全担税者の
16.0％）は総査定額の 31.3%を負担しており、グループ内の格差は大きいものの、これがキン
グス・リンのミドリング・ソートにほぼ該当する層とみることができる。 
クラス IX 以下の、資産が年 10 ポンド未満と査定された層は、キングス・リンの下層を構成
する。クラス IX（年 7.5～10 ポンドの査定額）の 131 人とクラス X（年 5～7.5 ポンドの査定
額）の 382 人、合わせて 513 人（総担税者の 25.0％）の少なくとも上位半分は、ミドリング・
ソートとのボーダーを行き来する層とみてよいであろう。さらに、最下層のクラス XI（年 5
ポンド以下の査定額）の 1,169 人（総担税者の 56.9％）に分類される人々の職業は、ほとんど
個別に他の史料に記載されることはない。これらの担税者の課税対象となる不動産は、小さな
家か、あるいは部屋が多くなっている。人に雇われず独立していることが最低限の条件である
ミドリング・ソートと比べ、この階層の人々の大半は安定した生業をもたないか、雇われて賃
金で暮らしをたてる「労働者」世帯であったと考えられる。事実、クラス IX からクラス XI（年
10 ポンド未満の査定額）の担税者でストックに課税されている者は誰もいない。 
年 10ポンド以上の階層が合計 371人であるのに対し、10ポンド未満の下層はあわせて 1,682
人、担税者全体の 81.9％と圧倒的部分を占めていた。この階層の経済的地位はエリートと比べ
るとはるかに低かったことは事実であろう。しかし、彼らが都市社会への貢献をまったく果た
さなかったとは考えるべきではない。前述のとおり、救貧税課税対象者を見直す前、キングス・
リンの担税者は 600 人程度の住民であった。とすれば、1790 年代の見直しによって新たに課
税された者の大半は、この階層から引き出されたことになる。彼らが個々に行う救貧税への貢
献は小さかった。しかしこのグループ全体で考えると、総納税額の 33.6％、つまりは都市救貧
の三分の一を担っていたことになる。救貧税課税対象者の見直しは、その点からすれば、下層
の都市住民を、救貧税負担を通じて都市コミュニティの正式な構成員として受け入れることを
意味したといえる。 
最後に、女性担税者について触れておきたい。担税者 2,053人中 284人（総担税者数の 13.8％）
は女性であったが、このうちクラス IX 以下（年 10 ポンド未満の査定額）の担税者は 241 人（総
女性担税者数の 84.9％）で、81.9％という男女を合わせた同クラスの全担税者における割合よ
りも少し高くなっている34。一方で、前述のように、クラス V 以上（年 25 ポンド以上の査定
額）の担税者も 9 人いる。女性担税者の大半は寡婦や未婚女性だと思われるが、33 人の商工業
                                                          
34 Ellis, Georgian Town, p.75. エリスは、当時の社会構成の最底辺には不釣合いなくらいに女性が多かっ
たと言っている。おそらく救貧受給者である極貧層の男女比をみると、その差はさらに明白になると思わ
れる。 
― 44 ― 
者人名録に掲載されている女性の職業の内訳は、ジェントルウーマンが 14 人、エールハウス
経営者が 6 人、織物商が 3 人、婦人帽子製造工と配管工は各 2 人、パン屋、コーチ製造工、粉
商、学校校長、靴製造工、椅子張り職人は各 1 人となっており、生産活動に従事している者も
少なくなかったことがわかる。また、ジェントルウーマンが比較的高額の課税負担をしていた
だけでなく、椅子張り職人や織物商など、男性と対等の職業に就く女性が同等の資産査定を受
けていたことは興味深い。 
以上で 2,053 人の担税者を詳細に分析してきた。しかし、ここで分析対象になった、資産査
定が 5 ポンド以下とはいえ、ほんのわずかながらも救貧税を負担した層のさらに下に、救貧受
給者がいたことを忘れてはならない。前述のように、1809 年には 514 家族 1,172 人が教区か
ら救貧を受けていたし、またそれとは別に、1800 年代にはコーポレーションも 325 人に救貧
チケットを与えていたという記録がある35。社会の最下層には、働けなくなった高齢者・病人・
けが人の男性を世帯主とする家族、一家の稼ぎ手を亡くした寡婦や子どもからなる家族、未婚
の女性などが多く含まれる。これらの集団は、コミュニティにおける最低限の義務としての担
税を行うことができない点で正式なコミュニティ構成員とはみなせないとしても、その中には
かつて救貧税を払っていた実績やその他のコミュニティにおける長年の貢献等が配慮されて、
救貧に与った者も少なからずいたと思われる36。 
  
3－2－2 担税者・フリーメン・商工業者人名録掲載者 
 これまでにみてきたところでは、査定の見直しによって、1796 年の救貧税課税記録はキング
ス・リンの大部分の世帯主を捕捉するものとなった。下層の住民さえ救貧税の負担を強いられ
る一方で、たとえ少額であれ、救貧税をはじめとする地方税 rate を支払う能力をもつことが、
この時代の都市社会の構成員たる要件の一つとなってきた。しかしながら救貧税課税記録はキ
ングス・リンの社会構成を実際にどの程度正確に伝えるものだろうか。査定にもれた人たちは
無視しうるほどの規模であったのか。都市社会の有力構成員はすべて担税者であったといえる
のか。査定を受けたのはキングス・リンの住民だけなのか。これらの疑問に答える一つの方法
は、救貧税課税記録をフリーメンや商工業者人名録の掲載者とをつき合わせてみることである。
フリーメンは、担税者としても重要な地位を占めていたのか。それともフリーメンになると担
税していなくても社会的地位は保証されたのか。商工業者人名録へ名前が掲載される人々は、
担税の面からみるとどのような特徴が認められるのか。従来、フリーメンや商工業者人名録掲
載者や担税者の社会的地位については、それぞれ別個に議論されることはあったが、それらを
                                                          
35 KLA, KL/C7/15, Hall Book.  
36 French, The Middle Sort of People in Provincial England, pp.99-100. 
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関連させて触れられることはほとんどなかった。本節ではフリーメンと商工業者人名録掲載者
が担税者とどのような関係にあるかをみていくことを通して、都市における社会的地位の構成
のあり方を考えていく。 
 まず、担税者とフリーメンの関係をみていこう。1796 年の救貧税担税者 2,053 人のうち、
1796 年時点でフリーメンであった者は 80 人（総担税者の 3.9％）しかいない37。この時期、フ
リーメンは 260～70 人ほどいたと推定されるから38、全体の 30％程度しか救貧税を負担してい
ないことになる。1834 年の都市自治体調査委員会の報告によると、キングス・リンではフリー
メン 257 人のうち、53％にあたる 127 人しか担税者ではなかった39。この報告と比較しても
1796 年のフリーメン担税者は少ない。別稿でも論じたように40、フリーメンが担税しないです
んだ理由には、①キングス・リンで居住・商売しておらず救貧税の対象となる土地・建物を保
持・賃貸していない、②救貧を受けていて担税免除者になっている、③又貸し不動産で居住・
商売している、④家族や親戚の名前で課税されている、などの可能性が挙げられる。 
①のケースの代表的事例は、選挙権の問題がからんでいる。1830 年代までは国政選挙権をも
つにはキングス・リンではフリーメンになるしかなかったが、長い間、居住場所の制限もなかっ
たため、キングス・リンに居住しない者が多数フリーメンになりえた41。たとえば 1708～1782
年にフリーメンに登録された 1,089 人のうち、出身地のわかる者は 372 人いるが、そのうち 144
人はキングス・リン以外を出身地としている42。国政選挙権を目的としてフリーメンになる者
の数は 18 世紀後半には減少してくるが、1796 年の時点でも、キングス・リンに居住もしない
し営業もしていないフリーメンが少なくはなかった。 
②のケースも可能性としてはあるが、該当者が多かったとは思えない。というのも、人口の
大半が少額にせよ担税している中で、少なくとも徒弟を終え何らかの職業についているフリー
メンが、救貧税を免除されるわずかな人々の中に多数いたとは考えにくいし、事実、後述する
ように、フリーメンは平均よりも明らかに高額担税者が多い。また貧しいフリーメンがいたと
しても、その困窮状況は、高齢による労働能力の喪失か、さもなければ失業や不慮の事故や病
                                                          
37 1830 年代のフリーメン担税者分析は、小西「近世イギリス都市におけるフリーメン制度の意義」を参照
のこと。 
38 フリーメン登録簿には新規にフリーメンに登録された者の名前が毎年記録されているだけで、死亡や他
の場所への移住者を除籍する記述はないため、1796 年時点で何人のフリーメンがいたのか正確にはわから
ない。平均寿命等を考慮して 260～70 人程度と推察される。 
39 Reports from Commissioners on Municipal Corporations in England and Wales (1834), p.2401. 
40 小西「1830 年代の都市改革：キングス・リン選挙人の分析から」、『専修大学人文科学年報』、35 (2005); 
「近世イギリス都市におけるフリーメン制度の意義」。 
41 1832 年の選挙法改正により、キングス・リンから 7 マイル以内に居住する者にのみ、選挙権が与えられ
ることになった。 
42 KLA, KL/D19/1, Freemen Register. 
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気などの短期的原因による一時的なものである可能性が高いが43、これだけから半分以上のフ
リーメンが税を免れたことを説明することは到底できない。これらの点から、キングス・リン
で居住または商売しているフリーメンが担税していないのは、上記の③ないし④の可能性がよ
り高いと思われる。 
フリーメン担税者 80 人を分析したのが表 5 である。非フリーメン担税者と比較して明らか
に高額担税者が多い。桁違いの高額担税者のホッグとエヴェラードをはじめ、上位 4 人はフリー
メンである。表 3 のクラス I～IV（年 50 ポンド以上の査定額）にはフリーメンが 19 人おり、
このグループの担税者総数の 45.2％、全フリーメン担税者の 23.8％を占める。さらにクラス V
（年 25 ポンド～50 ポンドの査定額）のフリーメン担税者は 21 人で、クラス V の担税者総数
の 28.0％、全フリーメン担税者の 26.3％を占めている。担税者全体の間ではクラス I～IV が
2.1％、クラス V が 3.7％という分布になっているのと比較して、フリーメン担税者は高額の査
定を受ける者の割合が高いことは明白である。また、最下層のクラス XI（年 5 ポンド未満の査
定額）のフリーメン担税者の 7 人は、クラス XI の担税者総数の 2.2％、フリーメン担税者総数
の 18.8％を占める。全担税者の中でこのグループに分類される者（56.9％）と比較すると大差
があることがわかる。 
 次に、商工業者人名録に載っている担税者 282 人を分析したのが表 6 である。フリーメン登
録簿に比べ、都市ルネサンス期に成長した新しい職業の就業者を多く含む商工業者人名録は、
とりわけ初期のものは掲載数が少ないだけに、有力な商工業者を多く掲載したと思われる。商 
 
表５ フリーメン担税者 
  全担税者 フリーメン担税者 
査定総額（£) クラス 人数 割合 人数 割合 全担税者における割合 
50 以上 I～IV 42 2.0% 19 23.8% 45.2% 
25～50 V 75 3.7% 21 26.3% 28.0% 
20～25 VI 38 1.9% 5 6.3% 13.2% 
15～20 VII 69 3.4% 10 12.5% 14.5% 
10～15 VIII 147 7.2% 10 12.5% 6.8% 
5～10 IX～X 513 25.0% 8 10.0% 1.6% 
5 未満 XI 1,169 56.9% 7 8.8% 0.6% 
合計 2,053 100.0% 80 100.0%   
                                                          
43 体を壊し働けなくなった者は病院等に入り、長期療養をしなければならないこともある。 
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表６ 商工業者人名録掲載者の担税者 
  全担税者 掲載者の担税者 
査定総額（£) クラス 人数 割合 人数 割合 全担税者における割合 
50 以上 I～IV 42 2.0% 30 10.6% 71.4% 
25～50 V 75 3.7% 58 20.6% 77.3% 
20～25 VI 38 1.9% 21 7.4% 55.3% 
15～20 VII 69 3.4% 40 14.2% 58.0% 
10～15 VIII 147 7.2% 59 20.9% 40.1% 
5～10 IX～X 513 25.0% 54 19.1% 10.5% 
5 未満 XI 1,169 56.9% 20 7.1% 1.7% 
合計 2,053 100.0% 282 100.0%   
 
工業者人名録に掲載された担税者は、全担税者 2,053 人中の 282 人（13.7％）であるが、その
うちクラス I～VI（年 50 ポンド以上の査定額）に分類される人は 30 人で、グループ全体の担
税者の 71.4％、商工業者人名録に掲載されている全担税者の 10.6％を占める。そしてグループ
V（年 25～50 ポンドの査定額）は 58 人で、このクラスの担税者全体の 77.3％、商工業者人名
録掲載者の 20.6％である。フリーメン担税者のレベルにまでは達しないが、それでも全担税者
の分布と比較すると、このクラスに分類される商工業者人名録掲載者の割合は非常に高い。他
方、クラス XI（年 5 ポンド未満の査定額）の商工業者人名録掲載者は 20 人で、商工業者人名
録掲載者で担税者のうち 7.1％を占め、フリーメン担税者における 8.8％よりも高い割合を示す。
ただし、商工業者人名録は日常的必需品の提供に関わる職業よりもむしろ、都市ルネサンス的
な側面をもつ新しい職業に就く者を掲載する傾向が強く、その点を考慮すると、年 5 ポンド以
下の査定を受けている担税者であっても、すべてが労働者や被雇用者と分類できるかは疑問で
ある。とくに「家屋 house, dwelling house」ではなく「部屋 chamber, low room」を査定され
ている者の中には、それ以外に（別の場所に）家屋をもっている可能性は高い。しかし、総じ
てフリーメン担税者に比べると、人名録掲載者間の格差は小さく、最高担税額を課せられる人
たちが少ない代わりに、最低担税額負担者も少ないことが特徴といえよう。 
 本節では救貧税課税記録、商工業者人名録、フリーメン登録簿の三つの史料を使い、キング
ス・リン・コミュニティの構成員の経済状況や職業構造を分析してきた。職業構造については
史料の制約からミドリング・ソート以上の人々のものしか明らかにはできなかったが、日常生
活の基盤を支える伝統的な職業と都市ルネサンスを支える新しい職業の両方がみられ、また、
彼らのもつ資産にも大きな幅があることが示された。都市住民全体に広げて富の分布をみると、
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上から下までさらに幅は広くなるが、それぞれの富裕度に応じて救貧税を払うことで都市社会
における義務の一端を担っていたことがわかる。次章では都市における行政に目を移し、地域
社会の核となる役職者を担税者の関係からみていきたい。 
 
４．市政担当者分析 
 
 市政に参加するということは公的な場で発言権をもち、社会的地位を高めることにもなり、
都市住民にとって大きな意味がある。18 世紀前半くらいまでのイギリス都市ではこの役割は一
部のフリーメンに担われてきたが、やがてフリーメンではない新興商工業者が成長してきた結
果、フリーメンでなくとも市政に参加することが可能になった。これは、都市の行政が扱う範
囲が拡大したことに対応するために、コーポレーションや教区といった伝統的な行政機関だけ
でなく、こうした機関の下部組織や法定委員会、さらにはボランタリ・アソシエーションなど
のいくつもの新しい機関や組織も行政機能を担当するようになってきたこととも関係が深い。
18 世紀後半ともなると、もはやフリーメンであることが市政参加の条件ではなくなる一方で、
あらたな基準、すなわち都市における様々な地方税の担税者であることの意義が高まってきた。 
担税義務を負う住民の範囲は 18 世紀の後半までには多くの都市で拡大した。都市住民は担
税という義務を負う代わりに、市政への参加権を獲得したともいえる。この傾向がもっとも明
確な形でみることができるのは、ロンドン郊外のウェストミンスターとサザクである。当時と
してはきわめて民主的であったとされるロンドン周辺地域の中でも、とりわけウェストミンス
ターやサザクでは、「非常に貧しい者を除く」成人男性の大半が納税しており、彼ら担税者は同
時に選挙権をもつことができた44。国会議員や市長から、さして重要とは思われない都市や教
区のポストにいたるまで、競合する候補者があるとかならず選挙が行われ、市政に民意を反映
させていた。ウェストミンスターやサザクでは、まさに、担税者になることは市政に直接・間
接に参加することを意味したのである。 
しかし、ウェストミンスターやサザクは例外的である。担税者の範囲拡大は、選挙権や政治
的発言権の拡大をかならずしも意味するものではなかった。同じ首都圏でもシティやミドル
セックス州は寡占的であり、選挙権はシティではリヴァリ・カンパニーのメンバーに、またミ
ドルセックス州では年間価額が 40 シリング以上の土地をもつ男性フリーホルダーに与えられ
ていた。したがって、シティとミドルセックス州では担税者全員が選挙を通じて市政に参加で
                                                          
44 Corfield, P. J., ‘Proto-democracy: London electors and the civic constitution, 1700-1850’. これは平成
19 年度科研費（基盤研究 B）「18 世紀イギリス都市における市民的社交圏の形成」の研究会報告用の原稿
で、筆者の許可を得て引用した。 
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きたわけではない。地方都市では、ブリストルやノリッジが非常に多くの住民に選挙権を付与
していた開放的な都市の例として挙げられるが、この二つの都市もまた担税者全員に選挙権が
与えられていたわけではなかった。閉鎖的な都市の場合、国会議員の選挙権をもつ者の数はさ
らに少なくなる。多数の都市が、市会構成員のみに、もしくはフリーメンのみに選挙権を限定
していたし、極端な例では、選挙権は個人ではなくコーポレーションだけがもっており、都市
代表の国会議員の選出をその一票で決めるところすらあった。キングス・リンでは、1835 年の
都市自治体法で財産基準による新たな選挙権付与のための条件ができる以前には、選挙権を
もっていたのは、基本的には 300 人に満たないフリーメンであった。既述の通り、1790 年代
に担税者の対象範囲が一気に広がったが、そのことと選挙権は別物であり、担税者に対して新
たに選挙権が与えられることはなかった45。 
しかし、ウェストミンスターやサザク以外の都市でも、国会議員の選挙権をもたない者が市
政から一切排除されていたわけではない。少なくともキングス・リンでは、国政選挙での投票
権をもたないことは、市政を担う様々な機関・組織で役職に就いて活動することを制約するも
のではなかった。筆者は別稿で、行政機能をもつボランタリ・アソシエーションの会員はもち
ろんのこと、キングス・リン・コーポレーションの最高機関である市会の下部組織や、道路舗
装委員会などの法定委員会のメンバーがかならずしもフリーメンではなかったことを明らか
にした46。しかしながら、これら非フリーメンの委員たちが担税者であるかどうかは確認して
いない。したがってここでは、市政に直接的・間接的に関わっていた人たちを、救貧税課税記
録を主として用いて分析していくことになる。 
市政を担当する役職は色々あるが、本稿では、直接的に行政を担当していた人々として、市
会構成員（1781～1810 年）、道路舗装委員（1802 年）、区長 headborough（1786～1810 年）、
治安官（1786～1810 年）、教区会議事録署名人（1782～1810 年）、有力住民 substantial 
inhabitant（1781～88 年）、加えて間接的に行政に関わっていたと考えられる道路舗装委員会
証券の引受人（1802～10 年）を分析する。中には姓しかわからない者もいるが、ここでは複
数年を通じてフルネームが記録されている者を分析対象とする。重複している者を除くと、の
べで 463 人が対象となる。 
分析を行う前に、この方法による問題点を指摘しなければならない。まず、18 世紀末の市政
参加者をリストアップする際、可能な限り同じ時期をカバーするように情報を集めたが、史料
の制約から役職ごとに少しずつ時期がずれている。さらに、それらを救貧税課税記録とクロス・
                                                          
45 ロンドンとは異なり、1835 年の都市自治体法実施以前のキングス・リンにおいては市政や教区の公的な
役職を決めるための選挙はなく、キングス・リンにおけるフリーメンの選挙権の行使は、国会議員の選挙
の時のみであった。 
46 小西「地方行政組織の変化と連続」; Konishi, ‘Pluralist power in eighteenth-century English towns’. 
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レファレンスするにあたり、1796 年度分の救貧税課税記録のみと重ね合わせているため、その
課税記録に名前が表れない役職就任者が、別の年には救貧税担税者になっていた可能性がある。
この点は、2 章でも指摘したが、本章の市政担当者分析ではその欠点がより大きくかかわって
くるかもしれない。しかし、全体的な傾向をおさえることが本節の目的であり、そのためには
この方法で致命的な問題はないと考えられる。 
市会構成員は都市社会の最上層部を占める政治的エリートであったことは間違いない。キン
グス・リン・コーポレーションはフリーメンを構成員とする自治組織ではあるが、15 世紀に特
許状をもらって以来、行政組織として最も古い歴史をもつことから、都市で第一の行政府とみ
なされていた。そのコーポレーションの最高決定機関が市会 Hall であり、市長と 12 人のオル
ダマン、18 人のコモン・カウンシルマンから構成されている。キングス・リンで最も大きな影
響力をもつこれら市会構成員は選挙で選出されたのではない。オルダマンはコモン・カウンシ
ルマンによって、コモン・カウンシルマンはオルダマンによってフリーメンの中から選出され
た。またコモン・カウンシルマンからオルダマンに昇格する者もいたが、基本的に一度市会構
成員になると生涯辞めることのない終身職であった。1781 年から 1810 年に市会構成員は全部
で 60 人おり、当然、全員がフリーメンである。その半分の 31 人は商工業者人名録に掲載され
ている。フリーメン登録簿と商工業者人名録の両方またはどちらかにその職業名を掲載されて
いる市会構成員のうち、37 人が商人（兼業も含む）、10 人が弁護士、4 人が食料雑貨商という
内訳になっている。しかし興味深いことに、60 人の市会構成員の中で担税者は 27 人（45.0％）
しかおらず、うち 14 人（51.9％）は年 50 ポンド以上の資産査定を受けている高額担税者であ
る。救貧税課税記録に名前が出てこない市会構成員には、ヘンリー・ベルのようにキングス・
リンの近郊農村に居を構える者もいた。しかしベルは例外的であり、キングス・リン内に居住
しない市会構成員が多数を占めたとは思えない。というのも、キングス・リンでは毎月市会が
開催され、市会構成員の出席率はかなり高く、自宅が遠いことを理由に欠席する者はほとんど
いなかったからである47。また、大半の構成員が商業や小売業、弁護士といった職業に就いて
おり、営業の場をキングス・リンに一切もっていなかったとは考えにくい。したがって担税し
ていない市会構成員は、非在住であったこと以外に何か別の理由があったと思われるが、詳細
は不明である。分析対象の上記 60 人は市会構成員として市政に関わる以外に、道路舗装委員
（14 人）や区長（6 人）を兼ねる者もいたし、道路舗装委員会証券の引受人になっている者も
27 人いた。 
 法定委員会の一つである道路舗装委員会 Paving Commission は、道路やその他のインフラ
                                                          
47 議事録には出欠が記載されているが、キングス・リンの市会への構成員の出席率はかなり高かった。最
も欠席しがちであったベルでさえ、出席率は 70％をこえている。KBA, KL/C7/15, Hall Book. 
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の新設や修理を目的とし、1803 年に地域特定法で認可されたものである48。道路舗装委員会の
活動の中心は、道路を中心とするインフラの建設や修理の計画と工事の手配、メンテナンスな
どであった。委員会設立時の委員数は 42 人で、欠員がでると補充していく形をとっていた。
大規模な工事を伴うインフラの整備を担当するこの委員会にはフリーメン、非フリーメンを問
わず、社会的・経済的な有力者が関わっている。42 人の委員のうち、30 人がフリーメン、27
人が商工業者人名録掲載者であり、資産査定額をみても、31 人の担税者のうち 13 人（41.9％）
は年 50 ポンド以上、11 人（35.5％）は年 25～50 ポンドと査定されている。委員の四分の三
が舗装委員会証券を購入し、中には数百ポンドも引き受けている者がいることからも、彼らが
キングス・リン・コミュニティの中で経済的に最上位に分類される人々であったことは明らか
である49。職業としては 23 人の商人と 5 人の弁護士の他、食料雑貨商や織物商をはじめとする
上位の小売商人の名前が並んでいるし、また 7 人は区長、5 人は有力住民、25 人は教区会の上
位構成員でもあり、区や教区レベルでも中心となり活躍をしていた。 
道路舗装委員会が手がける開発や工事の規模は従来のものとは比べものにならないほど大き
かったにもかかわらず、委員会が組織された当初はまったく予算をもっていなかった50。1803
年の地域特定法の中で、道路舗装委員会が作った道路やインフラの使用料を徴収することを認
められたが、使用料の徴収は設備ができあがった後のことであり、そこから工事資金を捻出す
ることは不可能であった。緊急に多額の資金を集めなければならない道路舗装委員会がとった
手段は額面 100 ポンドの証券を売り出すことであった。こうした緊急事態において資金集めに
貢献した者がコミュニティの中でも大きな発言力をもったことは明らかである51。82 人の証券
引受人のうち、45 人がフリーメン、47 人が商工業者人名録掲載者であるが、興味深いことに
舗装委員で証券を引き受けている者は 17 人（全証券引受人の 20.7％）とさほど多くなく、委
員会に直接関係していないにもかかわらずこの公共事業に手を貸そうとする者がたくさんいた。
証券引受人の中で救貧税課税記録に載った者は 54 人いるが、そのうち年 50 ポンド以上と査定
された担税者が 21 人、年 25～50 ポンドが 17 人とやはり高額担税者の商人が目立つ。しかし
その一方で、資産査定額が年 8 ポンドの治安官で酒類販売業者のジョセフ・マリオットや年 12
ポンドの聖職者のウィリアム・ハーディーマン、年 15 ポンドの配管工トマス・ゴスカーなど、
                                                          
48 The Act of Parliament, 43 Geo. 3. for Paving, &c. the Borough of King’s Lynn (1803); 46 Geo. 3. for 
amending, altering, and enlarging the Power of the said Act (1806). 
49 1803～1810 年における舗装委員会証券の全引受人のリストは、小西「地方行政組織の変化と連続」、
pp.54-55、表 3 を参照。 
50 キングス・リンの舗装委員会の具体的な活動内容については、小西「長期の 18 世紀イングランドの地
方都市行政とコミュニティ」、pp.201-14 を参照。 
51 J. ストバートらも、こうした改良委員会に資金を提供することで、とりわけミドリング・ソートの人た
ちの都市行政への参加機会が広がったと指摘している。Stobart, J. & Hann, A. & Morgan, V., Spaces of 
Consumption: Leisure and Shopping in the English Town, c.1680-1830 (2007), p.67. 
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経済的に裕福とはいえない者が証券引受人としてこの公共事業に参加していることは注目に値
する。舗装委員会証券の引受人の中には、救貧税課税記録に載らないため正確な経済状況はわ
からないが、他にも水夫が数名おり、公共事業のために自分たちのできる範囲で貢献していた
ことは重要である。 
次に各区を代表する社会的地位の高い役職である区長をみてみよう。キングス・リンはセン
ト・マーガレットという一つの教区からなり、それが十区 ward に分かれているが52、各区に
実際に居住する人の中から代表者を二名選出し、彼らを区長として市会が任命していた。区長
に就任するために、特別の資格や条件は要求されなかった。フリーメンである必要もないし、
特に決められた任期もなく、複数回選出されることもでき、また、引越しして居住区が替わっ
た場合、新しい区で区長になることも可能であった。たとえばジョン・カーティスは元のノー
ス・エンド区と新しいチェッカー区の両方で区長を務めた。具体的にどんな役割をもっていた
のかははっきりしないが、区で何かが起きた時の責任者という位置づけであったと思われる。
60 名の区長の中にはリチャード・マーシャルをはじめとする 5 人の現役の市会構成員も含まれ
ており、コミュニティの中では名誉ある役職であったことがわかる。そのうちの 30 人が商工
業者人名録に掲載されてはいるが、この職にはかならずしも裕福な者だけが就任したわけでは
なかった。38 人いる担税者のうち、資産査定額が年 50 ポンドを超える者は 3 人、年 25～50
ポンドの者も 11 人だけであった。職業からみても、上述の市会構成員や舗装委員とは異なる
層の住民を多く含んでいる。商人が 7 人、織物商が 3 人、食料雑貨商が 3 人いるが、それ以外
には、ミドリング・ソートにありがちな職業である書籍商や帽子職人、パブ経営者、パン屋、
肉屋、時計製造人、首輪製造人、馬具商などが 1 人ずつと、新旧両方の多様な職業がみられる。 
 市の行政職の中で唯一有給の治安官は、警察組織をもたないこの時代に都市の秩序を維持す
るためには欠かせない存在であった。キングス・リンでは各区から毎年一名ずつ、全部で 10
名が治安官として選出され、市会の場で任命されていた。治安官の任期は一年であるが、再任
は妨げられず、一人で複数年任務に就くことも少なくなかった。有給であったことに加え制服
も貸与されたため、比較的貧しい者も率先して引き受ける傾向にあった53。このことは、治安
官に就いた 106 人のうち、フリーメンはたった 8 人、商工業者人名録に載っていたのは 26 人
しかいなかったことからも予測できる。担税者は 53 人いたが、そのうち 2 人だけが資産査定
                                                          
52 サウスゲート区はキングス・リンの十区の中で唯一、市壁（南門）の外側である周縁に位置する。他の
区と雰囲気も異なり、貧民や浮浪者の数も多く、その無秩序さにコーポレーションもセント・マーガレッ
ト教区も手を焼いていた。そのため、18 世紀の間にも、セント・マーガレット教区から分離されオール・
セント教区（またはサウス・リン）として独立して扱われる時期もある。また、1824 年の救貧法の修正法
をオール・セント教区で通して以降は、サウスゲート区はセント・マーガレット教区から完全に分離した。 
53 何か問題が起きたときの保証人として、治安官の任命に際しては身元引受人を必要としていた。しかし
それにもかかわらず、市会の議事録には時々、酔っ払って任務を遂行しなかったなど、治安官が責任をと
らずに訴えられるケースが記載されている。KLA, KL/C7/15, Hall Books. 
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額が年 25 ポンドであり、他方、年 10 ポンド未満の者は 25 人で、もし年 10 ポンドちょうどの
担税者を含めると 32 人（30.2％）もいた。職業が判明する治安官で比較的上層に位置する者
には、織物商、大工、肉屋、パン屋、パブ経営者、靴製造工をはじめとするミドリング・ソー
トの商工業者が含まれるが、おそらくそれより下の階層の、中小の商工業者や職人の中から多
くの治安官が選ばれたことは間違いない。貧困と隣り合わせのこの階層の人々も、都市社会の
構成員として市政に参加していたのである。 
 次に教区行政の中心にある教区会をみてみよう54。キングス・リンの教区会には様々な役職
の者が集まっており、議事録の署名からは教区書記 parish clerk や教区委員 churchwarden の
他、教区会幹部や貧民監督官 overseers、市会構成員も含まれている。貧民監督官は治安官と
同様に比較的中・下層の者が就く教区の無給の役職で、もち回り制で担当者が決められている
場合も多かった。その一方で、市会構成員や舗装委員レベルの中・上層の人々もまた、幹部と
して出席をしていた。書記は、本稿が扱う時期を通して漂白剤製造工のウィリアム・コワード
が務めていたが、彼はフリーメンではなく、商工業者人名録には掲載されてはいるものの、資
産査定額は年 11 ポンドと大した額ではない。逆にのべ 17 人の教区委員をみると、その半分の
者が数年間委員を務めた後に市会構成員になっており、教区委員になることが最高行政府の構
成員に昇格する一つのステップになっていたように思われる。もっともすべての教区委員が市
会構成員になったわけではなく、非フリーメンの教区委員にはその道は開かれていなかったの
は当然のことであった。教区会幹部には、市会構成員や舗装委員を兼任している者が多く、248
人の署名人のうち、市会構成員は 38 人、舗装委員は 22 人、舗装委員会証券引受人も 42 人み
られる。様々な社会階層の人々が教区会に出席していたせいか、署名人のうち救貧税課税記録
に載っている 156 人の担税者の資産査定額をみると、年 7.5 ポンドから 800 ポンドにいたるま
で幅広い。しかし商工業者人名録掲載者が署名人全体の約半分である 120 人いることから、半
分以上はミドリング・ソートより上の層の人々であったと考えられる。 
 教区やその下位にある区は、税金を集める単位としても機能していた。有力住民 substantial 
inhabitant とは、議会法下にある税金の課税査定や徴収に関して最終的に責任を負う各区二名
ずつの代表者であるが、区長などの名誉職的な役職とは性格を異にする。就任に際する唯一の
条件はクエーカー教徒でないことであった55。したがってフリーメンであるかどうかも問題に
されなかったし、事実、フリーメンは 11 人しかいなかった。1788 年以降は記録がないので、
それ以前の 7 年間のみ分析すると、のべ 44 人の名前をみつけだせる。そのうち 28 人が担税者
                                                          
54 フレンチは、教区委員や貧民監督官、治安官をはじめとする教区の役職者について、富裕度と関連させ
た分析を行っている。French, Middle Sort of People in Provincial England, pp.112-17. 
55 市会の議事録には毎年、任命された有力住民の名前が記載されるが、そこにはかならず「クエーカー教
徒でない」という文言が含まれる。KBA, KL/C7/15, Hall Book. 
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であり、資産査定額は年 2.5 ポンド～487.5 ポンドと幅がある。職業には特に大きな偏りはな
く、商人や織物商、食料雑貨商を筆頭に、弁護士、各種小売商、樽・ガラス・帽子・時計・車
輪製造工、レンガ積み職人、石膏工などがおり、その多様性や社会階層の幅は区長を上回るも
のであった。 
 本章では、市会構成員、道路舗装委員、区長、治安官、教区会議事録署名人、有力住民、道
路舗装委員会証券の引受人といったいくつかのレベルの市政担当者を分析してきた56。都市行
政を担当する機関や組織は複数あり、それらの間には一種のヒエラルキーが存在した。そのた
めこれら各機関や組織の役職を担う者の間にもヒエラルキーが存在し、社会的・経済的地位に
ある程度の共通性がみられた。しかし重要なのは、幅広い層の住民が役職を担うことによって
自分たちのレベルで市政に参加していたことであり、この点は注目に値する57。 
 
４．結論 
 
 18 世紀イギリス都市社会の人々に関するこれまでの分析は、史料の関係から上層の一部に偏
ることが多く、当時の社会はエリートや「上から」の視点から理解されがちであった。しかし
近年の研究の蓄積により、中・下層の人々の活発な経済活動や消費活動、市政への参加や世論
の形成などが明らかになっており、より広範な都市住民の視点から都市社会をみることの必要
性が認められてきている。本稿では救貧税課税記録を用いることによって、フリーメン登録簿
や商工業者人名録には記録されていない多くの住民にも注目し、資産査定額を基準にして、職
業や富の分布を考えてみた。救貧税課税記録にはいくつもの不明な点や制約があり、これまで
本格的な分析の対象となることはあまりなかった。しかし、1796 年のキングス・リンの救貧税
課税記録は、他の史料では得られないほど多くの住民に関する数値化できるデータが含まれて
おり、制約を考慮した上で利用する価値は十分あると思われる。 
 本稿で試みたのは、この包括的な救貧税課税記録に表れる担税者と資産査定額の分布から経
済・社会構成を概観し、その枠組みに、フリーメン、商工業者人名録、市政参加者を位置づけ
てみることであった。資産査定額からみたキングス・リンの富の分布構造は、著しく偏ったも
のであり、ミドリング・ソートと呼べる階層は全体からみれば少数グループでしかなかった。
                                                          
56 コーポレーションの役職として、登記官 recorder や書記 town clerk、検死官、太刀もち、看守、廷吏
sergeant at mace、収入役 treasurer、税徴収役、会計役 chamberlain、港湾管理人、上水道管理人、触れ
役 common crier などがあったし、また教区の役職ではオルガン奏者や小間使い sexton があった。これら
のうち各種収入役は市会構成員がもち回りで引き受けていたし、また登記官や書記、会計役、オルガン奏
者など専門性の高いものも、その他の役職も、一人が長期間引き受ける傾向があった。 
57 フレンチは、教区の役職に就くこととコミュニティの中における地位やアイデンティティとの関係につ
いて興味深い議論をしている。French, The Middle Sort of People in Provincial England, pp.90-140. 
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しかしそれはエリスらの研究が示唆するとおり、多くの地方都市に多かれ少なかれ共通する構
造であった。予想されるように、キングス・リンのフリーメン、商工業者人名録掲載者、市政
参加者の多くは、担税者の上層グループに含まれていた。しかし本稿は、これら四つのグルー
プには無視できないズレがあることを指摘してきた。これだけ多くの住民を担税者としてカ
バーしているにも関わらず、救貧税課税記録には表れないフリーメンや商工業者人名録掲載者
も少なからずいた。都市行政に目を向けても、その担い手は経済的・社会的上層の人々だけに
かならずしも独占されているわけではなかった。18 世紀のキングス・リンは、一握りの同質的
少数集団が経済・社会・政治の領域を支配する一元的構造とはほど遠いものであった。都市機
能の拡大と変化は、経済的にも、社会的にも、さらには空間的にも、より多くの多様な人々を
複合的な都市コミュニティの一員として組み込むことになった。社会的上層から下層まで、経
済的に恵まれている者から辛うじて独立の世帯を維持している者にいたるまで、あらゆるレベ
ルや様々な職業の人たちがヒエラルキーを構成する多元的な都市行政機システムの中で相応の
役職に就き、市政を担い、あるいは証券や債権を引き受け公共事業の資金集めに協力したり、
救貧税の支払いによって福祉を分担したりすることを通じて、地域社会を動かす都市社会の機
能の一端を担い、影響力を強めた。このような活動にとっては、担税者や非担税者、フリーメ
ンや非フリーメンの区別はかならずしも重要でなかった。キングス・リンの住民たちは多元的
な方法、多様な場面で都市社会における発言権を得て社会的地位を確立し、高めていったので
ある。 
